
第５次草津市総合計画第３期基本計画

■施策評価シート 「人」が輝くまちへ

男女共同参画

施策番号
男女共同参画社会の

構築

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成32年度

目標値 26

実績値 －

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成31年度の取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

△

■施策に含まれるその他の事業一覧

基本方針

（※基準値）

平成29年度

20

平成30年度 平成31年度

22 24

まちづくりの基本方針

男女共同参画課

市民意識調査の結果、男女共同参画が進んでいると思う市民の割合は、前年度より2.1ポイント下落し、目標値よりも
低くなった。年齢別で見ると30歳未満では割合が比較的高くなっているが、特に50歳代で低くなっており意識啓発が進
んでいないと考えられる。

 

主要事業 担当課 達成度評価理由

男女共同参画の意識啓発やワーク・ライフ・バランスの推進、ＤＶ対策の強化等を行い、男女共同参画社会づくりを推
進します。

事務事業

男女共同参画社会の推進

2－01－①

男女共同参画が進んでいると思う市民の割合（％）

平成28年度

市民意識調査の結果は、15.8％となり、平成29年度の目標値を下回った。目標達成に向け効果的な男女共同参画に
関する意識啓発を行う必要がある。

男女共同参画推進事業

15.8 － －

男女共同参画に関する学習会の実施、
啓発紙の発行、広報やパネル展等によ
り意識啓発を行ったが、市民意識調査
では期待どおりの成果が出なかった。

分野

担当課
    

17.9

第3次草津市男女共同参画推進計画（後期計画）に基づき各種事業を実施し、男女共同参画社会づくりを推進した
が、市民意識調査の結果は目標値を下回っており、更なる意識啓発等を行う必要がある。

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要

事業についてのみ記載しています。

2－01－①



第５次草津市総合計画第３期基本計画

■施策評価シート 「人」が輝くまちへ

男女共同参画

施策番号
男女共同参画社会の

構築

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成32年度

目標値 35

実績値 －

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成31年度の取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

（※基準値） 19 25 30

まちづくりの基本方針

分野

2－01－② 基本方針

女性の活躍推進

女性の活躍の場を広げるためのポジティブ・アクションとして、女性の能力開発や起業支援等を図るとともに、政策・方
針決定の場への女性の参画を推進します。

ワーク・ライフ・バランス推進企業の登録事業所数（社）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

女性活躍推進事業 男女共同参画課

起業・就業に関する支援、働き方改革を
はじめとしたワーク・ライフ・バランスの
推進、女性の総合相談を実施し、女性
の活躍推進を図ることができた。

14 14 － －

ワーク・ライフ・バランス推進企業の登録事業所は14社、前年度同数となり、目標値を下回る結果となった。
ワーク・ライフ・バランスに関する事業をはじめ様々な事業を実施したが、事業所に対し推進企業の登録に関する啓
発・周知が行き届いていないと考える。

第３次草津市男女共同参画推進計画（後期計画）において、ポジティブ・アクションと位置づけ、起業塾の開催、働き方
改革セミナー、女性ための実用セミナーなど女性の活躍推進に関する様々な事業を実施した。依然として男性中心の
社会となっており、今後も引き続き女性の活躍推進に関する事業を実施することが必要である。

ワーク・ライフ・バランス推進企業の登録事業所は14社で目標値を下回る結果となった。目標達成に向け、ワーク・ライ
フ・バランスの推進をはじめ、女性の活躍推進に関する事業を重点的に実施する必要がある。

平成27年8月に女性活躍推進法が制定され、女性の活躍推進を平成28年度から32年度まで5年間のポジティブ・アク
ションと位置付けられた。

主要事業 担当課 達成度評価理由

事務事業 担当課
成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要

事業についてのみ記載しています。

2－01－②


